
 

 

 

１ 計画策定の背景と目的 

車への依存の高まりや人口減少に加えて、令和元年東日本台風災害や新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、公共

交通の輸送人員は、回復には至っていない状況にあります。また、燃料費高騰による運行経費の増加も重なり、公共交通 

事業者の経営状況は厳しさを増しており、さらには、深刻な運転手不足や高齢化の状況が長引くことにより、バス路線や 

地域鉄道による交通網の維持が困難になり、市民生活や観光、ビジネスに大きな影響を及ぼすとともに、災害時等の代行 

輸送の緊急対応にも支障をきたすことが懸念されます。 

このため、都市の持続性や市民の豊かな暮らしを支えるため、利用者などの地域の関係者、事業者や行政が共通の認識を

持ち、利便性の高い公共交通サービスの実現に向けて、一体となって取り組む具体的な施策、関係者間の役割分担や推進体

制を示す、公共交通のマスタープランとして、「上田市地域公共交通計画（以下、「本計画」という。）」を策定し、地域公共

交通を生かしたまちづくり（＝「交通まちづくり」）に向け、取組を進めることとします。 

 

２ 計画の位置づけ・区域・期間 

本計画は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき策定するものであり、その他、国の法律・制度、長野県

地域公共交通計画、及び市の上位計画との整合と連携を図り、地域公共交通の充実を図るための計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 域：上田市全域    計画期間：令和 5（2023）年度～令和 9（2027）年度の 5年間 
 

３ 地域公共交通を取り巻く課題と目指す方向性 

地域公共交通の現状や、市民等による意識調査及びバスの利用実態調査の結果を踏まえ、地域公共交通が抱える課題を 

以下のとおり整理しました。 

 

 

 

 

 

 

また、上記の課題に対し、地域公共交通の充実等を目指す方向性として以下のとおり整理しました。 

 

４ まちづくりにおける地域公共交通の位置づけ 

（1）上田市が目指す将来都市構造 

◆「都市計画マスタープラン」 

今後も人口減少が進むと予想される中、本市の優れ

た自然環境を保全・活用しながら、上田駅を中心とし

た拠点となる各地域拠点が同様に持続し、市全体とし

て持続的発展を図るため、「ネットワーク＋多極・拠

点集約型都市構造」の構築を目指します。 

◆「立地適正化計画」 

将来都市構造の実現に向け、本市の公共交通の中枢

結節点である上田駅を中心とした中心拠点及びその

周辺や、依田窪地域の中心的な役割を担う丸子地域の

市街地において都市機能の持続を図り、利便性とまち

なかの賑わいを維持・向上することで、人の流れを中

心拠点に誘導し、もって本市全体を支える都市機能の

維持を目指します。 

地域拠点については、将来の人口減少社会を見据

え、既存ストックの活用を図るとともに、生活サービ

ス施設を将来の再整備においても持続し、拠点の利便

性を確保することで、周辺地域の良好な居住環境と人

口を維持し、さらに、拠点間を結ぶ公共交通や幹線道

路のネットワークの実用的な充実を図ることで、相互

に依存する関係を継続し、市民誰もが快適に安心して

暮らし続けられるまちづくりを目指します。 

 

（2）地域公共交通に求められる役割と価値 

「ネットワーク＋多極・拠点集約型都市構造」の形成に向けて、拠点間や都市施設間を連絡し、都市の骨格となる基

幹的な軸として、地域公共交通が果たすべき役割は非常に大きなものがあります。また、市民生活に不可欠な移動を担

い、多様な暮らし方と働き方を支える、ＱＯＬ（Ｑｕａｌｉｔｙ ｏｆ Ｌｉｆｅ＝生活の質）を高める基盤的社会イン

フラとして、都市の持続性や幅広い社会課題の解決のために重要な価値を有することから、上記の２つの計画と本計画

との連携を強化し、将来都市構造の実現と持続可能な地域公共交通を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】※１：ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは、データとデジタル技術を活用して、社会のニーズをもとに、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するものです。 

※２：ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）とは、脱炭素社会に向けた取り組みを指します。 

※３：ＧＴＦＳは、経路検索サービスや地図サービスへの情報提供を目的とし、公共交通の情報を利用者に届ける手段

の 1 つとして世界で普及が進み、多くの地域でオープンデータとして公開されています。 

資料:上田市都市計画マスタープラン(改定案)「将来都市構造図」 

上田市地域公共交通計画  概要版  

① 誰もが使いやすい公共交通体系になっていない 

② 利用者減少（収益悪化）や運転手不足で交通網の維持が困難に 

③ 地域公共交通への関心や認知度の低下 

④ 利用実態とニーズの把握によるマーケティング不足 

⑤ 過度な自動車依存、環境への影響 

 

① 移動ニーズと交通体系の不整合（ミスマッチ）の解消 

② 地域公共交通の認知度向上、ニーズの収集とサービスへの反映 

③ 利用者増加による経営改善と運転手不足の解消 

④ 新技術等を活用した時代の変化への対応 

⑤ 関係者の参画と連携強化によるモビリティマネジメント 

⑥ 「コンパクト＋ネットワーク」のまちづくりへの対応 

 

地域公共交通が 

抱える課題 

地域公共交通の 

目指すべき方向性 

◆ 市民や来訪者の移動手段  ◆ 拠点間ネットワークの形成、充実 

◆ 持続可能なまちづくり   ◆ 医療・福祉や子育て・教育に必要なライフライン 

◆ ＤＸ※１及びＧＸ※２の推進 

◇ 様々な社会課題の解決を図る、基盤的社会インフラ   ◇ ＱＯＬの向上 

◇ 人やモノの交流の活発化による、まちのにぎわい創出や地域経済の活性化 

◇ 外出促進や社会活動参画による健康増進（介護予防、健康寿命の延伸） 

◇ （地域公共交通の廃止時）追加的に必要となる多様な行政支出の抑制 

◇ カーボンニュートラルの実現 

役 

割 

価 
 

値 



５ 計画の基本方針と目標 

通学通勤、通院や買い物等の日常生活における移動を中心に、自家用車や家族の送迎に頼らなく

ても、大きな不安や不便を感じることなく、誰もが安心して利用できる地域公共交通の実現 

地域をつなぎ 未来へつむぐ 地域公共交通 
   ～ 市民が誇りに思える地域公共交通の構築に向けて ～ 

 

 

 みんなで支える持続性のある地域公共交通体系の構築 

地域関係者は「公共交通への積極的な利用と主体的な関与」、交通事業者は「ニーズに合致した運行改善と安定  

運行のための運転手不足解消への取組」、行政は「効果的かつ継続的な伴走型支援と利用者・交通事業者の橋渡し」

の役割を分担しながら、共創により、持続性のある公共交通体系の構築を目指します。 
 

 利便性向上に向けたＤＸ及び環境に配慮したＧＸの推進 

キャッシュレス化（TicketQR によるコード決済）や、バス・鉄道の現在位置情報が取得可能なシステムを導入して

おり、今後は、経路検索が可能なシステムの稼働（ＧＴＦＳ※3によるバスのオープンデータ化）も予定するなど、こ

れらＤＸの取組を強化し、さらなる利便性の向上を図ります。また、公共交通分野においては、ＣＯ２削減効果が見

込めることから、脱炭素社会の実現に向け、ＥＶ車両の導入など、ＧＸへの展開も視野に入れた取組を推進します。 

※ 用語解説は表面参照  

６ 地域公共交通が果たすべき機能 

それぞれの交通モードや路線等が求められる機能を以下のとおり位置づけ、ニーズに対応したサービス水準の最適化を

図りつつ、交通体系を維持・確保します。 

➢ 輸送能力の大きい「鉄道軸」により、広域都市間と圏域間の移動サービスを提供 

➢ 「鉄道軸（支線鉄道）」と「幹線バス軸（幹線バス）」により、「都市機能集積拠点」（中心市街地）と「生活複合拠点」

（各地域）の間を、一定水準以上の高いサービスレベルで結ぶ 

➢ 観光的要素の強い広域バスは、市内での移動も含め、主として上田市と市外を結ぶ 

➢ 「支線バス軸」により、「生活複合拠点」（各地域）の中やその先を、需要に応じて効率的に結ぶ 

➢ タクシーは、鉄道やバスではカバーできない、個々の細かなニーズを担う 

➢ デマンド交通は、地域内における生活利用の交通手段として位置づける 

➢ 多種多様な輸送資源の総動員により移動手段を確保し、地域の移動ニーズにきめ細かに対応可能な体系を構築する 
 

７ 計画の目標値 

目標 評価指標 

2022 年度 

（令和 4 年度） 

（基準年度） 

2027 年度 

（令和 9 年度） 

（目標年度） 

 目標１  

わかりやすく、安心して、使い 

やすい地域公共交通体系の構築 

 評価指標１  人口 1 人あたりバス利用回数 6.3 回 8.3 回 

 評価指標２  人口 1 人あたり別所線利用回数 6.3 回 7.8 回 

 目標２  

みんなで支える持続性のある 

地域公共交通体系の構築 

 評価指標３  路線バス運行事業における収支率 28.0％ 現状維持 

 評価指標４  利用者 1 人あたりバス運行に係る

年間経常費用(公的資金投入額) 

600 円/人 

(403 円/人) 
現状維持 

 目標３  

利便性向上に向けたＤＸ及び 

環境に配慮したＧＸの推進 

 評価指標５  TicketＱＲによるキャッシュレス

決済利用率 
13.22％ 50％ 

 評価指標６  ＧＴＦＳ整備率 31.80％ 100％ 

８ 目標を達成するために取り組む事業と実施スケジュール 

取組内容  ／  年度 2023  2024  2025  2026  2027  

(1) 運行の維持・確保 

① 地域鉄道運行におけるサービス水準の最適化      

② バス（幹線・支線・地域・広域・その他）運行における   

サービス水準の最適化 

     

③ デマンド交通運行におけるサービス水準の最適化      

④ 交通事業者の人材確保への支援      

(2) 多様な移動手段の連携によるネットワークの強化 

① 幹線・支線鉄道、幹線・支線バス、地域バスとの接続確保

及び改善 

     

② きめ細かなサービスが可能なタクシー事業の活用      

③ 地域等が主体となった移動手段の確保      

④ シェアサイクルと交通機関との連携      

(3) わかりやすく使いやすい利用者支援策の確立 

① 運賃低減バスの運行継続      

② 乗継割引制度の継続、拡充の検討      

③ 通学定期券購入補助の継続、拡充の検討      

④ 高齢者の外出支援制度の導入検討      

(4) 行動変容に向けたモビリティマネジメントの推進 

① 利用者に応じたわかりやすい公共交通の案内、情報発信      

② 高校生の通学手段の公共交通利用への転換 促進      

③ バスの乗り方教室の開催      

④ 小学生夏休みキッズパス事業の実施      

(5) 利用促進に向けたサービスや機能の拡充 

① キャッシュレス化（ＱＲコード決済）の推進      

② バスロケーションシステムの有効活用及び運行情報の 

オープンデータ化（ＧＴＦＳ） 

     

③ 安心・安全に利用できる環境の整備      

④ 先進技術（ＥＶ車両、自動運転）を活用した新たなモビリ

ティの導入に向けた調査研究 

     

(6) 他分野との連携による移動需要の創出 

① 観光資源を活かす公共交通の運行      

② 商業施設等と連携した利用促進策の実施      

 

９ 計画の実現に向けて 

計画目標の達成に向けては、市民、交通事業者、行政等で構成する    

「上田市公共交通活性化協議会」において、様々な関係主体の意見を反映し、

一体となって事業を実施し、必要に応じて、検討部会の設置や個別の実施  

計画を別途作成するなど、検討・協議を行いながら推進します。 

また、協議会において、毎年、事業の実施状況や評価指標の達成状況に  

ついて進捗管理を行い、年度当初に開催する上田市公共交通活性化協議会に

おいて、評価結果の報告を行います。 

  わかりやすく、安心して、使いやすい地域公共交通体系の構築 

運行便数やダイヤなど、ニーズに即したサービス水準の最適化を図るとともに、路線図や時刻表など、誰にもわか

りやすく、安心して利用できる公共交通体系の構築を目指します。 

目標１ 

目標２ 

目標３ 

運行継続 随時：データ収集・分析、利用促進策実施 

運行継続 随時：データ収集・分析、改善(見直し)協議 

 

運行継続 随時：データ収集・分析、改善(見直し)協議 

確保策継続 随時：相談会等の実施、支援策検討 

随時：接続性確保に向けた改善(見直し)協議 

随時：助成制度拡充・TicketQR 連携検討、定額制の研究 

課題共有、後方支援、情報提供の継続 

実施継続、有効性検証 随時：社会実装に向けた検討 

運行継続 随時：第４期終了後のあり方検討 

実施継続 随時：制度拡充、TicketQR との連携検討 

実施継続 随時：制度拡充、TicketQR との連携検討 

実施継続 随時：制度拡充、TicketQR との連携検討 

実施継続 随時：有効な案内の作成、デジタル化の検討 

実施継続 随時：機能充足状況の確認、改善(見直し)検討 

実施継続 随時：関係機関連携によるイベントの開催 

TicketQR 活用による夏休みキッズパス事業の実施継続 

実施継続 随時：機能強化、データ分析・活用の検討 

実施継続   随時：段階的な GTFS 整備、機能強化 

実施継続 随時：バリアフリー化、財政支援の検討 

随時：導入に向けた調査研究、検討 

実施継続 随時：観光施設等との連携策充実の検討 

実施継続 随時：商業施設等との連携策充実の検討 

基本 

方針 

将来像 


